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吸収合併に係る事前開示書類 

 

東京都港区南麻布一丁目 18番４号 

株式会社佐藤渡辺 

代表取締役社長 鎌田 修治 

 

 

 株式会社佐藤渡辺（以下、「当社」といいます。）は、2026年４月１日付であすなろ道路株式

会社（以下、「あすなろ道路」といいます。）との間で締結した合併契約書に基づき、2026年６

月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、あすなろ道路を吸収合併消滅会社とする

吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を行うことといたしました。 

 なお、本合併は完全親子会社間の無対価合併につき、吸収合併存続会社においては会社法第

796 条第２項に定める簡易合併、吸収合併消滅会社においては会社法第 784条第１項に定める略

式合併となります。 

 

 

記 

 
 
１．吸収合併契約の内容 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

完全親子間会社の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

３．合併対価について参考となるべき事項 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

 



５．計算書類等に関する事項 

【吸収合併存続会社】 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

  吸収合併存続会社は、有価証券報告書および半期報告書を関東財務局に提出してい

ます。最終事業年度に係る計算書類等については、金融商品取引法に基づく有価証券

報告書等の開示書類に関する電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）によりご覧いただけ

ます。 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨

時計算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

（３） 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状 

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

 該当事項はありません。 

  【吸収合併消滅会社】 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 最終事業年度に係る計算書類等は、別紙２のとおりです。 

 （２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨

時計算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

  （３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状 

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

 該当事項はありません。 

 

６．吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本合併効力発生日以後の吸収合併存続会社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見   

 込まれます。また、本合併効力発生日以後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュ・フ 

ローの状況につきまして、吸収合併存続会社の債務履行に支障を及ぼすような事態は、現在の 

ところ予想されておりません。従いまして、本合併効力発生日以後における吸収合併存続会社 

の債務の履行の見込みはあるものと判断しております。 

 

７．事前開示開始日後に上記に掲げる事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項を直ちに開 

示いたします。 

 

以上 

 



別紙１



資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

Ⅰ流動資産 (820,696,959) Ⅰ流動負債 (109,979,281)

現 金 預 金 637,109,279 工 事 未 払 金 43,938,962

受 取 手 形 5,924,110 リ ー ス 債 務 6,067,200

完 成 工 事 未 収 入 金 141,348,622 未 払 金 4,137,106

販 売 用 不 動 産 1,487,416 未 払 費 用 8,762,739

未 成 工 事 支 出 金 710,011 未 払 法 人 税 等 10,155,200

材 料 貯 蔵 品 22,799,471 未 成 工 事 受 入 金 8,359,000

前 払 費 用 6,373,437 未 払 消 費 税 2,607,642

未 収 入 金 3,027,720 預 り 金 3,779,380

仮 払 金 771,927 前 受 収 益 -

立 替 金 1,973,966 賞 与 引 当 金 20,705,052

短 期 保 証 金 55,000 完成工事補償引当金 1,467,000

貸 倒 引 当 金 △884,000

Ⅱ固定負債 (75,442,000)

Ⅱ固定資産 (294,635,753) リ ー ス 債 務 14,983,600

　有形固定資産 (258,814,705) 退 職 給 付 引 当 金 60,458,400

建 物 ・ 構 築 物 158,073,209

機 械 ・ 運 搬 具 38,489,603

工 具 器 具 ・ 備 品 4,601,093 185,421,281

土 地 34,800,000

ﾘ ｰ ｽ 資 産 21,050,800

一 括 償 却 資 産 1,800,000 株主資本

建 設 仮 勘 定 - Ⅰ資本金 (80,000,000)   

　無形固定資産 (5,124,498) Ⅱ資本剰余金 (723,000,000)  

ソ フ ト ウ ェ ア 4,645,833 そ の 他 資 本 剰 余 金 723,000,000

電 話 加 入 権 57,000

その他無形固定資産 421,665 Ⅲ利益剰余金 (126,911,431)  

　投資その他の資産 (30,696,550) 利 益 準 備 金 20,000,000

出 資 金 50,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 (106,911,431)  

長 期 保 証 金 1,646,550 繰 越 利 益 剰 余金 106,911,431

繰 延 税 金 資 産 29,000,000

929,911,431

1,115,332,712 1,115,332,712

純 資 産　の　部

純 資 産 合 計

資　　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

2025年3月31日現在

負 債 合 計

別紙２



（ 自 至 ）

固 定 資 産 売 却 損

786,270

損　　益　　計　　算　　書

2024年4月1日 2025年3月31日

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高

完 成 工 事 高 1,606,816,021

不 動 産 事 業 売 上 高 -

売 上 総 利 益

売 上 高 計 1,606,816,021

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 1,371,034,385

不 動 産 事 業 売 上 原 価 -

売 上 原 価 計 1,371,034,385

完 成 工 事 総 利 益 235,781,636

不 動 産 事 業 売 上 総 利 益 -

売 上 総 利 益 計 235,781,636

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 154,102,721

営 業 利 益 81,678,915

営 業 外 収 益

雑 収 入 1,009,500

営 業 外 収 益 計 1,009,500

営 業 外 費 用

支 払 利 息 842,440

そ の 他 239,902

特 別 利 益 計 499,997

営 業 外 費 用 計 1,082,342

経 常 利 益 81,606,073

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 499,997

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

-

減 損 損 失 -

特 別 損 失 計 786,270

当 期 純 利 益 52,577,400

税 引 前 当 期 純 利 益 81,319,800

法人税・住民税及び事業税 18,742,400

法 人 税 等 調 整 額 10,000,000



自 年 4 月 1 日

至 年 3 月 31 日

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

2024

2025

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

合　計
別途積立金

繰　越
利益剰余金

純資産

合　計資本金

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

合　計資　本
準備金

その他
資本剰余金

合　計 利益準備金

その他剰余金

新 株 の 発 行 -

当 期 首 残 高 80,000,000 723,000,000 723,000,000

- - -

54,334,031 74,334,031 877,334,031 877,334,03120,000,000

当 期 純 利 益 ま た は
当 期 純 損 失 （ △ ）

-

剰 余 金 の 配 当 -

52,577,400 52,577,400 52,577,400 52,577,400

- - - -

別途積立金の積立・取崩 -

利益準備金の積立・取崩 -

- - -

- - -

20,000,000 - 106,911,431 126,911,431 929,911,431 929,911,431

- 52,577,400 52,577,400 52,577,400 52,577,400

当 期 末 残 高 80,000,000 - 723,000,000 723,000,000

当 期 変 動 額 合 計 - - - - -



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 資産の評価基準および評価方法
① 有価証券（子会社株式以外の有価証券）
・ 時価のあるもの

決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額金は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

・ 時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準および評価方法
・ 販売用不動産および不動産事業支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定しております。）

・ 未成工事支出金
個別法による原価法

2． 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、
および2016年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を含む）、構築物に
ついては定額法を採用しております。
なお、耐用年数および残存価額については、原則として法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産
定額法
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準また、自社
利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）にもとづく
定額法によっております。

③ リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

3． 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

② 賞与引当金
役員および社員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち
当事業年度対応額を計上しております。

③ 完成工事補償引当金
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対す
る将来の見積補償額にもとづいて計上しております。

④ 退職給付引当金
社員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務を自己都合要支給
額方式にて計上しております。
なお、期末日までに退職した社員への未払の退職金は、支給する退職金の額を
退職給与引当金から未払金に振替えております。

4． その他計算書類作成のための基本となる事項
① 収益および費用の計上基準 

舗装・土木等の建設工事に関し、一定の期間にわたり履行義務が充足される契
約については、発生したコストに基づくインプット法により収益を認識する方
法としております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足
すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事については、一定期間にわた
り、収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、
発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収益
を認識します。

個 別 注 記 表



Ⅱ 会計方針の変更に関する注記

1． 収益および費用の計上基準 
① 会計方針の変更の内容および理由

当事業年度より、舗装・土木等の建設工事に関し、一定の期間にわたり履行義
務が充足される契約については、発生したコストに基づくインプット法により
収益を認識する方法としております。なお、契約における取引開始日から完全
に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事について
は、一定期間にわたり、収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収
益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
ことができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価
回収基準により収益を認識します。

② 計算書類の主な項目に対する影響額
当事業年度の貸借対照表および損益計算書に与える影響はありません。

Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記

1． 当事業年度の末日における発行済株式の数 株

2． 当事業年度中におこなった剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当する事項はありません。
② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

該当する事項はありません。

Ⅳ その他の注記

該当する事項はありません。

400,000




	①鑑：吸収合併に係る事前開示書類
	②別紙１：合併契約書
	③別紙２：ＡＤ決算書事前開示添付書類
	ＡＤ決算書事前開示添付書類
	ＡＤ決算書事前開示添付書類
	貸借対照表
	損益計算書
	株主資本変動計算書（少項目用）

	101.AD計算書類等2025.3.pdfaaa





